
様式第１－１号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　△月　□日

埼玉県知事

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

３.振込先口座

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ フ 〝 シ キ カ 〝 イ シ ヤ 〇 〇 コ ウ キ

〝 ヨ ウ

代表者自宅住所 〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者生年月日 　□明治　□大正　☑昭和　□平成 　　●●年　　　　〇月　　　　△△日

口座種別

担当者名 埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

支店名称

事業所所在地 〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

氏名 浦和　太郎

【県内で特別高圧電力を使用している中小企業者及び工業団地】

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請しま
す。あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号

フリガナ カブシキガイシャ○○コウギョウ 資本金の額

法人名 株式会社○○工業 ●●●●●●円

金融機関名称

口座名義(ｶﾅ)

△△銀行 □銀行　□農協　□金庫　□組合

浦和 □本店　□支店　□支所　□出張所

金融機関コード 支店コード

口座番号

記

〒　　　　　－

担当者名・電話番号

本社所在地 〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３
従業員数

●●名

主たる事業 製造業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

※複数の対象事業所がある場合は様式第１－１号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

事業所が単体の場合 ・申請書作成の日付を記入してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

・県名から記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・県名から記入してください。

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。

・県名から記入してください。



４.申請額・請求額

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－１号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

合計

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

第
Ⅱ
期

第
Ⅰ
期

330,000

120,000

110,000

100,000

594,000
円

□ ３月（４月検針分）
円

1.8円/kWh
円

□ １月（２月検針分）

□ ２月（３月検針分）
円

□ ９月（10月検針分） 1.8円/kWh
円

✓ 10月（11月検針分） 180,000
円

✓ 11月（12月検針分） 198,000
円

✓ 12月（１月検針分） 216,000

円

□ ８月（９月検針分）
円

円

今回申請月に
チェック

申請月 支援単価 支援金

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

電気使用量
（単位：kWh）

支援
期間

□ ４月（５月検針分）

3.5円/kWh

円

□ ５月（６月検針分）
円

□ ６月（７月検針分）
円

□ ７月（８月検針分）

小数点以下は切り捨ててください。



様式第１－２号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　 △月　□日

埼玉県知事

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ ブ 〝 シ キ カ 〝 イ シ ヤ × × サ ン キ

〝 ヨ ウ

〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

　□明治　□大正　☑昭和　□平成 　　●●年　　　　〇月　　　　△△日

埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

主たる事業 サービス業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

氏名

入居施設との契約期間 令和４年６月１日～令和８年５月３１日

浦和　太郎

事業所所在地 〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者自宅住所

金融機関コード 支店コード

口座種別 口座番号

代表者生年月日

記

法人名または屋号 株式会社××産業 ●●●●●●円

所在地
（本社または主たる事業

所）
〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

従業員数

●●人

【県内で特別高圧電力を使用している商業施設等に入居している中小企業者等(オフィス)】

口座名義(ｶﾅ)

☑銀行　□農協　□金庫　□組合

□本店　☑支店　□支所　□出張所

入居施設名 ●×ビル

金融機関名称 △△銀行

支店名称 浦和

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

〒　　　　　－

担当者名・電話番号 担当者名

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請しま
す。あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号（法人のみ）

フリガナ カブシキガイシャ××サンギョウ 資本金の額（法人のみ）

※直接特別高圧電力を使用している場合は記入不要です。

※複数の対象事業所がある場合は様式第１－２号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

事業所が単体の場合 ・申請書作成の日付を記入

してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。



４.申請額・請求額

支援
期間

申請月にチェック

□

□

□

□

□

□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－３号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

※床面積は、他者に転貸している場合は、その面積は除いでください。

※令和５年４月１日～令和６年３月３１日の間に入退居があった場合、期間に応じて日割りで算定してください。

合計

3,300円

２月 100㎡ 3,300円

3,300円

12月 100㎡ 3,300円

19,800円

11月 100㎡

１月 100㎡

３月 100㎡

100㎡ 3,300円

８月 ㎡

申請月

3,300円

第
Ⅱ
期

第
Ⅰ
期

33円／㎡

㎡

７月 ㎡ 円

円

支援金額

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

埼玉県中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

床面積 支援単価

４月 ㎡

65円／㎡

円

５月 ㎡ 円

６月

円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月

小数点第２位まで記入いただけます。 小数点以下は切り捨ててください。



様式第１－３号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　 △月　□日

埼玉県知事殿

記

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

３.振込先口座

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ ブ シ キ ガ イ シ ヤ 〇 〇 フ ー ス 〝

入居施設名 ●×モール

令和３年４月１日～令和８年３月３１日

金融機関名称 △△銀行

支店名称 浦和

口座名義(ｶﾅ)

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請しま
す。あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号（法人のみ）

フリガナ カブシキガイシャ○○フーズ 資本金の額（法人のみ）

法人名または屋号 株式会社○○フーズ ●●●●●●円

所在地
（本社または主たる事業

所）
〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

従業員数

●●人

主たる事業 飲食業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

氏名 浦和　太郎

事業所所在地 〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者自宅住所 〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者生年月日 　□明治　□大正　☑昭和　□平成 ●●年　　　　〇月　　　　△△日

【県内で特別高圧電力を使用している商業施設等に入居している中小企業者等(店舗等)】

☑銀行　□農協　□金庫　□組合

□本店　☑支店　□支所　□出張所

事業所名

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

〒　　　　　－

担当者名・電話番号 担当者名 埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

入居施設との契約期間

金融機関コード 支店コード

口座種別 口座番号

〇〇レストラン●×モール店
※直接特別高圧電力を使用している場合は記入不要です。

※複数の対象事業所がある場合は様式第１－３号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

事業所が単体の場合 ・申請書作成の日付を記入

してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

(それ以外の場合)

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。



４.申請額・請求額

支援
期間

申請月にチェック

□

□

□

□

□

□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－３号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

※床面積は、他者に転貸している場合は、その面積は除いでください。

※令和５年４月１日～令和６年３月３１日の間に入退居があった場合、期間に応じて日割りで算定してください。

4,800円

１月 100㎡ 4,800円

２月

埼玉県中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

100㎡ 4,800円

３月 100㎡ 4,800円

合計 28,800円

第
Ⅱ
期

10月 100㎡

48円／㎡

4,800円

11月 100㎡ 4,800円

12月 100㎡

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

申請月 床面積 支援単価

第
Ⅰ
期

４月 ㎡

95円／㎡

円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡

48円／㎡

円

７月

８月 ㎡ 円

円

㎡ 円

支援金額

９月 ㎡

小数点第２位まで記入いただけます。 小数点以下は切り捨ててください。



様式第１－１号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　 △月　□日

埼玉県知事

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

３.振込先口座

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ フ 〝 シ キ カ 〝 イ シ ヤ 〇 〇 コ ウ キ

〝 ヨ ウ

金融機関コード 支店コード

口座番号

記

☑銀行　□農協　□金庫　□
組合

□本店　☑支店　□支所　□
出張所

△△銀行

浦和

金融機関名称

口座名義(ｶﾅ)

〒　　　　　－

担当者名・電話番号

本社所在地 〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３
従業員数

●●名

主たる事業 製造業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

氏名 浦和　太郎

【県内で特別高圧電力を使用している中小企業者及び工業団地】

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請します。
あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号

フリガナ カブシキガイシャ○○コウギョウ 資本金の額

法人名 株式会社○○工業 ●●●●●●円

代表者自宅住所 〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者生年月日 　□明治　□大正　☑昭和　□平成 　　●●年　　　　〇月　　　　△△日

口座種別

担当者名 埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

支店名称

事業所所在地 〒
※複数の対象事業所がある場合は様式第１－１号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・申請書作成の日付を記入

してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

・県名から記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・県名から記入してくだ

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。

事業所が複数の場合

記入不要です



４.申請額・請求額

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－１号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

電気使用量
（単位：kWh）

支援
期間

今回申請月に
チェック

申請月 支援単価 支援金

□ ４月（５月検針分）

3.5円/kWh

円

□ ５月（６月検針分）
円

□ ６月（７月検針分）
円

□ ７月（８月検針分）
円

□ ８月（９月検針分）
円

円

□ ２月（３月検針分）
円

□ ９月（10月検針分） 1.8円/kWh
円

✓ 10月（11月検針分） 414,000
円

✓ 11月（12月検針分） 450,000
円

✓ 12月（１月検針分） 486,000

合計

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

第
Ⅱ
期

第
Ⅰ
期

750,000

270,000

250,000

230,000

1,350,000
円

□ ３月（４月検針分）
円

1.8円/kWh
円

□ １月（２月検針分）

小数点以下は切り捨ててください。



支
援
期
間

使用月 支援単価
電気使用量
（単位：kWh）

４月（５月検針分） 円

５月（６月検針分） 円

６月（７月検針分） 円

７月（8月検針分） 円

８月（9月検針分） 円

９月（10月検針分） 1.8円/kWh 円

10月（11月検針分） 100,000 180,000 円

11月（12月検針分） 110,000 198,000 円

12月（１月検針分） 120,000 216,000 円

１月（２月検針分） 円

２月（３月検針分） 円

３月（４月検針分） 円

円

４月（５月検針分） 円

５月（６月検針分） 円

６月（７月検針分） 円

７月（8月検針分） 円

８月（9月検針分） 円

９月（10月検針分） 1.8円/kWh 円

10月（11月検針分） 130,000 234,000 円

11月（12月検針分） 140,000 252,000 円

12月（１月検針分） 150,000 270,000 円

１月（２月検針分） 円

２月（３月検針分） 円

３月（４月検針分） 円

円

４月（５月検針分） 円

５月（６月検針分） 円

６月（７月検針分） 円

７月（8月検針分） 円

８月（9月検針分） 円

９月（10月検針分） 1.8円/kWh 円

10月（11月検針分） 円

11月（12月検針分） 円

12月（１月検針分） 円

１月（２月検針分） 円

２月（３月検針分） 円

３月（４月検針分） 円

円

４月（５月検針分） 円

５月（６月検針分） 円

６月（７月検針分） 円

７月（8月検針分） 円

８月（9月検針分） 円

９月（10月検針分） 1.8円/kWh 円

10月（11月検針分） 230,000 414,000 円

11月（12月検針分） 250,000 450,000 円

12月（１月検針分） 270,000 486,000 円

１月（２月検針分） 円

２月（３月検針分） 円

３月（４月検針分） 円

750,000 1,350,000 円

※４業所目以降は、このページをコピーし、記入してください。

全事業所合計

第

Ⅰ

期

3.5円/kWh

第

Ⅱ

期
1.8円/kWh

全事業所合計

FAX　048-□□□-●●●● 合計

1.8円/kWh

連絡先
TEL

FAX 合計

事業所名

事業所所在地

〒

第

Ⅱ

期

3

フリガナ

第

Ⅰ

期

3.5円/kWh

TEL　048-□□□-△△△△

FAX　048-□□□-▲▲▲▲ 合計

2

フリガナ カブシキガイシャ○○コウギョウ　カワグチコウジョウ

第

Ⅰ

期

3.5円/kWh

事業所名 株式会社○○工業　川口工場

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県川口市××　●ー●ー●

第

Ⅱ

期
1.8円/kWh

連絡先
TEL　048-□□□-○○○○

様式第１－１号別紙

・複数の事業所が申請の対象となる場合は、様式第１－１号に記載した対象事業所を含め全ての事業所情報を記入してください。

対象事業所内訳 支援金

1

フリガナ カブシキガイシャ○○コウギョウ　ウラワコウジョウ

第

Ⅰ

期

3.5円/kWh

事業所名 株式会社○○工業　浦和工場

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県さいたま市浦和区○○町●ー●ー●

第

Ⅱ

期
1.8円/kWh

連絡先

事業所が複数の場合 申請書別紙記入例

小数点以下は切り捨ててください。

・様式１－１号「４．申請額・請求額」と同じ電気使用量・支援金をご記入ください。



様式第１－２号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　 △月　□日

埼玉県知事

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ ブ 〝 シ キ カ 〝 イ シ ヤ × × サ ン キ

〝 ヨ ウ

【県内で特別高圧電力を使用している商業施設等に入居している中小企業者等(オフィス)】

口座名義(ｶﾅ)

☑銀行　□農協　□金庫　□組合

□本店　☑支店　□支所　□出張所

入居施設名

金融機関名称 △△銀行

支店名称 浦和

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

〒　　　　　－

担当者名・電話番号 担当者名

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請しま
す。あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号（法人のみ）

フリガナ カブシキガイシャ××サンギョウ 資本金の額（法人のみ）

記

法人名または屋号 株式会社××産業 ●●●●●●円

所在地
（本社または主たる事業

所）
〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

従業員数

●●人

主たる事業 サービス業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

氏名

入居施設との契約期間

浦和　太郎

事業所所在地 〒

代表者自宅住所

金融機関コード 支店コード

口座種別 口座番号

代表者生年月日

〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

　□明治　□大正　☑昭和　□平成 　　●●年　　　　〇月　　　　△△日

埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

※直接特別高圧電力を使用している場合は記入不要です。

※複数の対象事業所がある場合は様式第１－２号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・申請書作成の日付を記入

してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。

事業所が複数の場合

記入不要です



４.申請額・請求額

支援
期間

申請月にチェック

□

□

□

□

□

□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－３号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

※床面積は、他者に転貸している場合は、その面積は除いでください。

※令和５年４月１日～令和６年３月３１日の間に入退居があった場合、期間に応じて日割りで算定してください。

埼玉県中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

床面積 支援単価

４月 ㎡

65円／㎡

円

５月 ㎡ 円

６月

円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月

円

円

支援金額

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

230㎡ 7,590円

８月 ㎡

申請月

7,590円

第
Ⅱ
期

第
Ⅰ
期

33円／㎡

㎡

７月 ㎡

合計

7,590円

２月 230㎡ 7,590円

7,590円

12月 230㎡ 7,590円

45,540円

11月 230㎡

１月 230㎡

３月 230㎡

小数点第２位まで記入いただけます。 小数点以下は切り捨ててください。

・様式１－２号別紙と同じ床面積・支援金額をご記入ください。



・なお、特別高圧電力を直接使用している事業所は入居施設名の記入は不要です。

申

請

期

間

申請月 床面積 単価

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月 100㎡ 3,300 円

11月 100㎡ 3,300 円

12月 100㎡ 3,300 円

１月 100㎡ 3,300 円

２月 100㎡ 3,300 円

３月 100㎡ 3,300 円

19,800 円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月 130㎡ 4,290 円

11月 130㎡ 4,290 円

12月 130㎡ 4,290 円

１月 130㎡ 4,290 円

２月 130㎡ 4,290 円

３月 130㎡ 4,290 円

25,740 円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月 ㎡ 円

11月 ㎡ 円

12月 ㎡ 円

１月 ㎡ 円

２月 ㎡ 円

３月 ㎡ 円

円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 33円／㎡ 円

10月 230㎡ 7,590 円

11月 230㎡ 7,590 円

12月 230㎡ 7,590 円

１月 230㎡ 7,590 円

２月 230㎡ 7,590 円

３月 230㎡ 7,590 円

45,540 円

※４事業所目以降は、このページをコピーし、記入してください。

合計

全事業所合計

第

Ⅰ

期

65円／㎡

第

Ⅱ

期
33円／㎡

全事業所合計

TEL FAX

入居施設名

入居施設との契約期間

▲▲ビル

入居施設との契約期間 令和○年○月〇日～令和〇年○日 合計

3

フリガナ

第

Ⅰ

期

65円／㎡

事業所名

事業所所在地

〒

第

Ⅱ

期
33円／㎡

連絡先

合計

2

フリガナ カブシキガイシャ××サンギョウ　ウラワシテン

第

Ⅰ

期

65円／㎡

事業所名 株式会社××産業　浦和支店

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県さいたま市浦和区××町×ー×ー×

第

Ⅱ

期
33円／㎡

連絡先 TEL　048-□□□-○○○○ FAX　048-□□□-●●●●

入居施設名

TEL　048-□□□-△△△△ FAX　048-□□□-▲▲▲▲

入居施設名 ●●ビル

入居施設との契約期間 令和○年○月〇日～令和〇年○日

様式第１－２号別紙

・複数の事業所が申請の対象となる場合は、様式第１－２号に記載した対象事業所を含め全ての事業所情報を記入してください。

対象事業所内訳
支援金額

1

フリガナ カブシキガイシャ××サンギョウ　ホンシャ

第

Ⅰ

期

65円／㎡

事業所名 株式会社××産業　本社

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県さいたま市大宮区○○町●－●－●

第

Ⅱ

期
33円／㎡

連絡先

事業所が複数の場合 申請書別紙記入例

小数点第２位まで記入いただけます。 小数点以下は切り捨ててください。

・様式１－２号「４．申請額・請求額」と同じ床面積・支援金額をご記入ください。



様式第１－３号（第５条関係）

申請日 令和　〇年　 △月　□日

埼玉県知事殿

記

１.申請者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4

２.対象事業所

３.振込先口座

0 0 0 0 0 0 0

　　☑普通　　□当座 0 1 2 3 4 5 6

カ ブ シ キ ガ イ シ ヤ 〇 〇 フ ー ス 〝

【県内で特別高圧電力を使用している商業施設等に入居している中小企業者等(店舗等)】

☑銀行　□農協　□金庫　□組合

□本店　☑支店　□支所　□出張所

事業所名

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

〒　　　　　－

担当者名・電話番号 担当者名 埼玉　太郎 電話番号 ０４８－１２３－４５６７　　　

担当者メールアドレス ×××××××＠●●●●●

入居施設との契約期間

金融機関コード 支店コード

口座種別 口座番号

事業所所在地 〒

代表者自宅住所 〒３３０ー００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

代表者生年月日 　□明治　□大正　☑昭和　□平成 ●●年　　　　〇月　　　　△△日

所在地
（本社または主たる事業

所）
〒３３０－００００ 埼玉県さいたま市浦和区〇〇１－２－３

従業員数

●●人

主たる事業 飲食業

代表者役職・氏名 役職 代表取締役
フリガナ ウラワ　タロウ

氏名 浦和　太郎

埼玉県特別高圧受電事業者等支援金交付申請書兼請求書

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、必要な書類を添えて申請しま
す。あわせて、交付が決定し、支援金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号（法人のみ）

フリガナ カブシキガイシャ○○フーズ 資本金の額（法人のみ）

法人名または屋号 株式会社○○フーズ ●●●●●●円

金融機関名称 △△銀行

支店名称 浦和

口座名義(ｶﾅ)

入居施設名
※直接特別高圧電力を使用している場合は記入不要です。

※複数の対象事業所がある場合は様式第１－３号別紙に記入してください。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

事業所が単体の場合 ・申請書作成の日付を記入

してください。

・法人番号は１３桁の番号です。

・番号が分からない場合は、

「国税庁法人番号公表サイト」で確認

できます。

(それ以外の場合)

※製造業、建設業、運輸業、卸売業、サービス業、小売業、飲食業、その他から該当する業種を記載してください。

(それ以外の場合)

・県名から記入してください。

・県名から記入してください。

・申請書の内容確認のためご連絡させていただく場合があります。

日中にご連絡のつく担当者・電話番号を記載してください。

記入不要です



４.申請額・請求額

支援
期間

申請月にチェック

□

□

□

□

□

□

✓

✓

✓

✓

✓

✓

※複数の事業所をまとめて申請する場合は、様式第１－３号別紙に対象事業所内訳を記載し、同様式の合計を転記してください。

※床面積は、他者に転貸している場合は、その面積は除いでください。

※令和５年４月１日～令和６年３月３１日の間に入退居があった場合、期間に応じて日割りで算定してください。

９月 ㎡

８月 ㎡ 円

円

㎡ 円

支援金額

11月 230㎡ 11,040円

12月 230㎡

　埼玉県特別高圧受電事業者等支援金申請要領において支援期間（第Ⅰ期・第Ⅱ期）ごとに申請期限が定められています。
　（第Ⅰ期：令和６年２月２６日、第Ⅱ期：令和６年６月１４日）
　期限内に申請いただきますようお願いします。

申請月 床面積 支援単価

第
Ⅰ
期

４月 ㎡

95円／㎡

円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡

48円／㎡

円

７月

11,040円

１月 230㎡ 11,040円

２月

埼玉県中小企業特別高圧電力価格高騰対策支援金の申請に関する誓約

1. 申請要件のすべてを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 支援金の申請にあたり、提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の
   期日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本支援金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察
　 その他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類,その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類、及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、支援金申請の取下げ、支援金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、当方が一切の責任に応じるものとします。

230㎡ 11,040円

３月 230㎡ 11,040円

合計 66,240円

第
Ⅱ
期

10月 230㎡

48円／㎡

11,040円

小数点第２位まで記入いただけます。
小数点以下は切り捨ててください。

・様式１－３号別紙と同じ床面積・支援金額をご記入ください。



・なお、特別高圧電力を直接使用している事業所は入居施設名の記入は不要です。

申

請

期

間

申請月 床面積 単価

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 48円／㎡ 円

10月 100㎡ 4,800 円

11月 100㎡ 4,800 円

12月 100㎡ 4,800 円

１月 100㎡ 4,800 円

２月 100㎡ 4,800 円

３月 100㎡ 4,800 円

28,800 円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 48円／㎡ 円

10月 130㎡ 6,240 円

11月 130㎡ 6,240 円

12月 130㎡ 6,240 円

１月 130㎡ 6,240 円

２月 130㎡ 6,240 円

３月 130㎡ 6,240 円

37,440 円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 48円／㎡ 円

10月 ㎡ 円

11月 ㎡ 円

12月 ㎡ 円

１月 ㎡ 円

２月 ㎡ 円

３月 ㎡ 円

円

４月 ㎡ 円

５月 ㎡ 円

６月 ㎡ 円

７月 ㎡ 円

８月 ㎡ 円

９月 ㎡ 48円／㎡ 円

10月 230㎡ 11,040 円

11月 230㎡ 11,040 円

12月 230㎡ 11,040 円

１月 230㎡ 11,040 円

２月 230㎡ 11,040 円

３月 230㎡ 11,040 円

66,240 円

※４事業所目以降は、このページをコピーし、記入してください。

合計

全事業所合計

95円／㎡

48円／㎡

全事業所合計

TEL FAX

入居施設名

入居施設との契約期間

▲▲モール

入居施設との契約期間 令和○年○月〇日～令和〇年○日 合計

3

フリガナ

第

Ⅰ

期

95円／㎡

事業所名

事業所所在地

〒

第

Ⅱ

期
48円／㎡

連絡先

合計

2

フリガナ △△フード○○テン

第

Ⅰ

期

95円／㎡

事業所名 △△フード○○店

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県さいたま市浦和区○○町×ー×ー×

第

Ⅱ

期
48円／㎡

連絡先 TEL 048-□□□-〇〇〇〇 FAX 048-□□□-●●●●

入居施設名

TEL 048-□□□-△△△△ FAX 048-□□□-▲▲▲▲

入居施設名 ●●モール

入居施設との契約期間 令和○年○月〇日～令和〇年○日

様式第１－３号別添

・複数の事業所が申請の対象となる場合は、様式第１－３号に記載した対象事業所を含め全ての事業所情報を記入してください。

対象事業所内訳
支援金額

1

フリガナ △△フード●●テン

第

Ⅰ

期

95円／㎡

事業所名 △△フード●●店

事業所所在地

〒○○○ー○○○○
埼玉県さいたま市大宮区○○町●ー●ー●

第

Ⅱ

期
48円／㎡

連絡先

事業所が複数の場合 申請書別紙記入例

小数点第２位まで記入いただけます。 小数点以下は切り捨ててください。

・様式１－３号「４．申請額・請求額」と同じ床面積・支援金額を

ご記入ください。



  

様式第２ 号（ 第６ 条関係）   

 

 

暴力団排除に関する 誓約事項 

 

 当事業者は、 支援金の交付の申請をする に当たって、 ま た、 支援金の交付対象期間内及び完了

後においては、 下記のいずれにも 該当し ないこ と を誓約し ま す。 こ の誓約が虚偽であり 、 又はこ

の誓約に反し たこ と によ り 、 当方が不利益を被る こ と と なっても 、 異議は一切申し 立てま せん。   

記 

 

（ １ ） 法人等（ 個人、 法人又は団体をいう 。） が、 暴力団（ 埼玉県暴力団排除条例（ 平成 23 年埼

玉県条例第 39 号） 第２ 条第１ 号に規定する 暴力団をいう 。 以下同じ 。） である と き 又は法

人等の役員等（ 個人である 場合はその者、 法人である 場合は役員、 団体である 場合は代表

者、 理事等、 その他経営に実質的に関与し ている 者をいう 。 以下同じ 。） が、 暴力団員（ 同

条例第２ 条第２ 号に規定する 暴力団員をいう 。 以下同じ 。） である と き 。   

（ ２ ） 役員等が、 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を図る 目的又は第三者に損害を加える

目的を持って、 暴力団又は暴力団員を利用する などし ている と き 。   

（ ３ ） 役員等が、 暴力団又は暴力団員に対し て、 資金等を供給し 、 又は便宜を供与する など直接

的ある いは積極的に暴力団の維持、 運営に協力し 、 若し く は関与し ている と き 。   

（ ４ ） 役員等が、 暴力団又は暴力団員である こ と を知り ながら こ れと 社会的に非難さ れる べき 関

係を有し ている と き 。  

（ ５ ） 補助事業を実施する に当たり 、 法人等が、 第三者と 委託契約その他の契約（ 以下「 委託契

約等」 と いう 。） を締結する 場合に、 その相手方が（ １ ） から （ ４ ） ま でのいずれかに該当

する こ と を知り ながら 、 当該者と 契約を締結し たと 認めら れる と き 。  

（ ６ ） 補助事業を実施する に当たり 、 法人等が、（ １ ） から （ ４ ） ま でのいずれかに該当する 第三

者と 委託契約等を締結する 場合（（ ５ ） に該当する 場合を除く 。） に、 埼玉県が法人等に対

し て当該委託契約等の解除を求め、 法人等がこ れに従わなかったと 認めら れる と き 。  

 

 

 

   所在地：  〒３ ３ ０ －０ ０ ０ ０  埼玉県さ いたま 市浦和区〇〇１ －２ －３  

 

      事業者名：   株式会社○○工業 浦和工場 

 

        代表者職・ 氏名：  代表取締役 浦和 太郎 



〒332-8799
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本件に関する お問合せ先：
埼玉県特別高圧受電事業者支援金コ ールセン タ ー

TEL 0570-013080 午前9時～午後5時（ 土・ 日・ 祝日を 除く ）

申請用封筒の記入例


